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　（地方債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

　「第３表地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

八幡浜市長　　大　城　一　郎

　　　　平成２９年２月２７日提出

　平成２９年度八幡浜市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９，４２７，８９７千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。

　　これらの経費の各項の間の流用。

　（1）　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　（歳入歳出予算）

議案第２５号

平成２９年度八幡浜市一般会計予算

　（債務負担行為）

(一般会計） -3(4)-



 















　第２表　債　務　負　担　行　為　

（単位：千円）

期 間 限 度 額事 項 参 考

戸籍総合システム機器・ソフトウェア保
守委託料

平成３０年度から
平成３４年度まで 20,195

Ｈ２９ 2,217 当該年度分

Ｈ３０ 4,433 債務負担分

Ｈ３１ 4,474 債務負担分

Ｈ３２ 4,515 債務負担分

Ｈ３４ 2,258 債務負担分

全 体 22,412

当該年度分

Ｈ３０ 2,378 債務負担分

Ｈ３１ 2,378 債務負担分
平成３０年度から
平成３３年度まで

Ｈ３２ 2,378 債務負担分

Ｈ３３ 2,379 債務負担分

9,513

Ｈ２９ 1,586

生活保護システム使用料

全 体 11,099

Ｈ３３ 4,515 債務負担分

（一般会計） -11-



（一般会計） -12-

（単位：千円）

期 間 限 度 額

Ｈ２９ 24,452 当該年度分

事 項 参 考

Ｈ３３ 24,905 債務負担分

24,452 債務負担分

全 体 123,392

小中学校校務支援用パソコン・サーバ機
器リース料

平成３０年度から
平成３３年度まで 98,940

Ｈ３２ 24,905 債務負担分

Ｈ３０

Ｈ３１ 24,678 債務負担分

　　　



　第３表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円

１ 　借入先 　年4.0％以内 　借入先の融通条件による。

　財務省、その他 （ただし、利率 　ただし、必要に応じ、繰上償還、

見直し方式で借 償還年限の短縮又は低利債に借換え

２ 　借入方法 り入れる政府資 をすることができる。

　普通貸借又は証券発行の方法による。 金及び地方公共

　事業又は財政の都合により、本議決の範 団体金融機構資

囲内において起債の前借をすることができ 金について、利

る。 率の見直しを

行った後におい

３ 　借入時期 ては、当該見直

　平成29年度。ただし、事業又は財政の都 し後の利率）

合により、起債額の全部若しくは一部を翌

年度に繰越借入することができる。

合 計 1,799,200

過 疎 対 策 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

一 般 会 計 出 資 債 47,900

540,000

705,300

一 般 単 独 事 業 債 223,500

起 債 の 方 法

合 併 特 例 事 業 193,500

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 43,000

辺 地 対 策 事 業 46,000

（一般会計） -13(14)-



 



１

(1) 総 括

(2) 歳 入

(3) 歳 出

２ 給与費明細書

３ 債務負担行為に関する調書

４ 地方債に関する調書

八 幡 浜 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

平　成　２　９　年　度

歳入歳出予算事項別明細書

（一般会計） -15(16)-



 





























































































































































 





































































































































































































































 





















































 

























































































































































 









 





 



１　特　　別　　職

その他の
手 当

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
期末手当　　３．２５月分

長 等 3 24,852 7,741 29,418 62,011 6,078 68,089 期末手当加算措置　1５％
〃

議 員 16 58,908 18,348 77,256 23,076 100,332 〃

計 70 71,399 24,852 26,089 29,418 151,758 29,154 180,912
期末手当　　３．１５月分

長 等 3 24,852 7,503 32,355 6,504 38,859 期末手当加算措置　1５％
〃

議 員 16 58,908 17,783 76,691 23,824 100,515 〃

計 63 70,938 24,852 25,286 121,076 30,328 151,404

長 等 0 0 238 29,418 29,656 △ 426 29,230

議 員 0 0 565 565 △ 748 △ 183

計 7 461 0 803 29,418 30,682 △ 1,174 29,508

職員数

公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員
３人、選挙管理委員会委員４人、監査委員２
人、農業委員会委員１８人、農地利用最適化
推進委員１７人、教育委員会委員４人

前

年

度

そ の 他 の
特 別 職

公平委員会委員３人、固定資産評価審査
委員３人、選挙管理委員会委員４人、監
査委員２人、農業委員会委員２８人、教
育委員会委員４人

12,491 12,491

比

較
そ の 他 の
特 別 職

51
そ の 他 の
特 別 職

本

年

度

12,03044 12,030

12,491

12,030

２　給　与　費　明　細　書

共 済 費 合 計
備 考報 酬 給 料 期末手当 計区 分

給 与 費

461 4617 461

（一般会計） -317-



（一般会計） -318-

恩給及び退職年金 792 消防団員等公務災害補償責任共済掛金 16,813
地方公務員災害補償基金負担金 3,252
消防団員退職報償費 19,440 小計 40,297
秘書事務嘱託報酬 １人 2,417 就労支援員報酬 １人 2,262
政治倫理審査会委員報酬 ８人 231 予防接種健康被害調査委員報酬 ４人 29
愛媛県市長会事務局長嘱託報酬 １人 3,963 嘱託栄養士報酬 １人 2,513
情報公開審査会委員報酬 ５人 108 看護師報酬 １人 3,577
個人情報保護審議会委員報酬 ５人 108 環境審議会委員報酬 １０人 72
行政不服審査会委員報酬 ５人 72 南環境センター嘱託報酬 ２人 5,052
公務災害補償認定委員報酬 ５人 72 ６次産業化推進事業嘱託報酬 １人 2,532
特別職報酬等審議会委員報酬 ７人 101 企業等誘致促進審査委員報酬 ６人 87
産業医報酬 １人 15 消費生活相談員報酬 １人 2,345
地域おこし協力隊隊員報酬 ７人 15,120 地方港湾審議会委員報酬 １５人 108
出張所嘱託報酬 ５人 10,032 都市計画審議会委員報酬 １１人 159
交通安全対策会議委員報酬 １人 15 消防団員年報酬 ７９１人 20,048
愛媛県原子力防災訓練防災委員報酬 １人 8 消防団員年末警戒報酬 1,205
防災会議委員報酬 １１人 80 消防団員出動報酬 11,478
水防協議会委員報酬 ３人 22 教育委員会事務事業点検・評価委員報酬 ３人 22
パスポート申請受付業務嘱託報酬 １人 2,297 学校教育指導員報酬 ２人 4,700
総合案内業務嘱託報酬 １人 2,297 教育相談員報酬 １人 2,291
市民係窓口業務嘱託報酬 １人 2,238 学校教育活動指導員報酬 ４人 5,164
市長選挙投票管理者及び立会人等報酬 1,072 スクールライフアドバイザー報酬 １人 2,350
市議会議員選挙投票管理者及び立会人等報酬 1,117 外国語指導助手コーディネーター報酬 １人 2,350
土地改良区総代選挙投票管理者及び立会人等報酬 94 幼稚園医報酬 360
統計調査員等報酬 1,526 小学校用務員報酬 １２人 24,051
婦人相談員報酬 １人 2,297 小学校医報酬 3,918
自立支援医療（育成医療）審査嘱託医報酬 １人 163 中学校用務員報酬 ５人 9,940
障害者地域自立支援協議会委員報酬 １８人 260 中学校医報酬 1,562
コミュニケーション支援事業手話通訳者報酬 １人 2,238 外国語指導助手報酬 ３人 11,664
小規模共同作業所指導員報酬 １人 2,297 社会教育委員報酬 １３人 353
巡回支援専門員報酬 １人 1,300 青少年センター運営審議会委員報酬 １０人 72
障害支援区分判定審査会委員報酬 １０人 840 青少年指導員報酬 １人 2,350
児童発達支援管理責任者報酬（放課後等デイサービス） １人 2,350 総合福祉文化センター嘱託報酬 ２人 4,630
養護老人ホーム入所判定委員報酬 ２人 87 公民館嘱託主事報酬 ８人 18,327
神宮通り福祉会館運営審議会委員報酬 ４人 29 中央公民館館長報酬 １人 2,315
神宮通り福祉会館館長主事報酬 １人 2,580 中央公民館運営審議会委員報酬 １２人 87
保内福祉会館運営審議会委員報酬 ７人 51 社会教育指導員報酬 １人 2,315
保内福祉会館館長主事報酬 １人 2,580 文化財保護委員報酬 １０人 144
ふれあいセンター運営審議会委員報酬 ６人 44 文化財保護審議会有識者等報酬 ３人 44
ふれあいセンター館長主事報酬 １人 2,580 図書館協議会委員報酬 １５人 216
生活相談員報酬 ２人 3,880 市民図書館館長報酬 １人 2,604
社会教育指導員報酬 ３人 5,480 文化会館運営審議会委員報酬 １５人 108
障害認定医師報酬（特別障害者手当） 109 市誌編纂事務局嘱託職員報酬 １人 2,315
家庭相談員報酬 １人 2,238 スポーツ推進審議会委員報酬 １０人 72
子ども・子育て会議委員報酬 １０人 216 スポーツ推進委員報酬 ２８人 1,332
障害認定医師報酬（児童扶養手当） １人 28 市民スポーツセンター運営審議委員会委員報酬 １５人 108
要保護児童対策地域協議会委員報酬 ８人 58 学校給食センター運営委員会委員報酬 １０人 72
行政調整官報酬 １人 2,358

小計 234,371

（単位：千円）

そ の 他 の

人件費の内訳

合 計

274,668



　２　　一　　般　　職

（1）　総　　括

本年度

宿 日 直
手 当

311
(0)

前年度

294
(0)

1,181

1,181

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

（千円） （千円）（人）

備 考

(0)

計

（千円）

1,100,520 2,276,397 476,100

報 酬 給 料 職 員 手 当

（千円） （千円） （千円）

（　　）内は再任用短時間勤務
職員（外数）

前 年 度 1,239,520 1,030,970 2,270,490 501,073

本 年 度 1,175,877

〃

比 較 △ 63,643 69,550 5,907 △ 24,973
△ 17

職員
手当
の内訳

区 分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

特 殊 勤 務
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職
手 当

期 末 勤 勉
手 当

退 職 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

39,748 21,747 14,513 1,495 115,829 36,032 465,820 365,374 1,489 8,555

39,379 21,288 14,109 1,495 110,587 33,859 480,156 291,575 1,418 8,551

比 較 369 459 404 0 5,242 0 2,173 △ 14,336 73,799 71 4

区 分
児 童 手 当

単 身 赴 任
手 当

（千円） （千円）

本年度 27,105 1,632

前年度 25,980 1,392

2,752,497

2,771,563

△ 19,066

比 較 1,125 240

（一般会計） -319-



（一般会計） -320-

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給 料 △ 63,643 給与改定に伴う増減分 2,352 給与改定に伴うもの

昇給に伴う増減分 14,574 昇給率　1.26％

その他の増減分 △ 80,569 退職に伴うもの及び他会計配置転換等

振替分

職員 手当 69,550 制度改正に伴う増減分 11,132 期末勤勉手当 11,023 年間支給月数　４．２０月→４．３０月

扶養手当 109

その他の増減分 58,418 扶養手当 260

住居手当 459

通勤手当 404

時間外勤務手当 5,242

管理職手当 2,173

期末勤勉手当 △ 25,359

退職手当 73,799

管理職員特別勤務手当 71

休日勤務手当 4

児童手当 1,125

単身赴任手当 240

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

説 明

（千円）
備 考

配偶者13,000円→10,000円　子6,500円→8,000円
無配偶者（子）11,000円→10,000円
        （父母等）11,000円→9,000円

給料の改定率　　　０．２％

実施時期　平成２８年４月１日



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　イ　初　任　給

一 般 行 政 職

（短大卒）

高 校 卒 187,600 146,100

大 学 卒 － 178,200

（単位：円）

178,200 － － －

146,100

（短大卒）

141,600 143,500 187,600

44.4 48.4 －

区 分 一 般 行 政 職 単 労 職 医 療 職 (3)
国 の 制 度

単 労 職 医 療 職 (3)

平成２８年１月１日現在

平均給料月額 333,591 334,983 －

平均給与月額 392,222 360,199 －

平 均 年 齢

平均給与月額

平 均 年 齢

－

389,747 339,291 －

－

区 分 一 般 行 政 職 単 労 職 医 療 職 (3)

平成２９年１月１日現在

330,223 322,145

44.4 49.8

平均給料月額

（一般会計） -321-



（一般会計） -322-

　　ウ　級　別　職　員　数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

3 1.1 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

19 6.7 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

47 16.6 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

122 43.1 6 54.5 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

50 17.7 4 36.4 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

27 9.5 1 9.1 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

15 5.3 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

283 100.0 11 100.0 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

3 1.0 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

21 7.0 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

65 21.8 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

111 37.1 8 66.7 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

58 19.4 3 25.0 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

29 9.7 1 8.3 － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

12 4.0 － － － －
（　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

299 100.0 12 100.0 － －

　（級別の標準的な職務内容）
区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

一 般 行 政 職 部 長 課 長 課 長 補 佐 係 長 係 長 主 査 主 事

１ 級

５ 級

単 労 職

６ 級

平成28年1月1日
現 在

計

２ 級

３ 級

４ 級

７ 級

４ 級

６ 級

３ 級

５ 級

１ 級

計

医 療 職 (3)
区 分

一 般 行 政 職

２ 級

平成29年1月1日
現 在

７ 級



　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

３５年勤続の者 最 高 限 度
（月　分） （月　分）

国 の 制 度
（支給率等）

　　カ　特殊勤務手当

一 般 行 政 職 単 労 職

0.1 0.0

7.7 0.0

　　キ　その他の手当

区 分

2.225

2.225

その他の加算措置等

前 年 度
(1.025) (1.175) (2.20)

国 の 制 度 4.30

支 給 率 計支 給 期 別 支 給 率
６月（月分）

(1.200) (2.25)
2.075

(1.050)

区 分
１２月（月分）

(1.200)

4.30

4.202.025
(2.25)

本 年 度

(1.050)

（月分）

２０年勤続の者
（月　分）

２５年勤続の者
（月　分）

2.175

2.075

34.5825 49.59 49.59

34.5825

支 給 率 等

49.59

５０歳以上勧奨（勤続期間２５年以上の者）
給料月額×定年前年数×２／１００

４５歳以上勧奨（勤続期間２０年以上の者）
俸給月額×定年前年数×３／１００

退 職 時
特 別 昇 給

区 分

備 考

無し

無し

25.55625

給料総額に対する比率（％） 0.1 0.0

25.55625

支給対象職員の比率（％）

全 職 種
医 療 職 (3)

代 表 的 な 職 種

49.59

7.4 0.0
生活保護業務手当、徴収従事手当、国土調査手当

（平成28年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

差 異 の 内 容区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

国の制度との異同

同　じ

同　じ

（交通用具利用者）
５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　国4,200　市4,900

通 勤 手 当 一部異

備 考
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
等 級 に よ る 加 算 措 置

有

有

有

（一般会計） -323(324)-



 



３ 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

金 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

135,213 ― ― 29～32 135,213 134,900 313

400,764 ― ― 29～35 400,764 400,764

127,876 ― ― 29～35 127,876 127,876

20,195 ― ― 30～34 20,195 20,195

425,256 28 125,000 29～30 300,256 300,256

9,513 ― ― 30～33 9,513 9,513

116,804 27～28 57,467 29～30 59,337 59,337

916,710 ― ― 29～33 916,710 916,710

751,958 25～28 499,800 29 252,158 121,338 130,820

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 （ 見 込 ） 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期間（年度） 期間（年度）

みなと交流館等指定管理料

八幡浜市情報システム（個人番号利
用事務系・ＬＧＷＡＮ接続系・イン
ターネット接続系）リース料

八幡浜市情報システム（個人番号利
用事務系・ＬＧＷＡＮ接続系・イン
ターネット接続系）保守委託料

白浜保育所運営業務委託料

戸籍総合システム機器・ソフ
トウェア保守委託料

八幡浜市火葬場やすらぎ聖苑
指定管理料

生活保護システム使用料

一般廃棄物収集及び運搬業務
委託料

八幡浜南環境センターごみ焼却
処理施設運転管理業務委託料

（一般会計） -325-



（一般会計） -326-

金 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 （ 見 込 ） 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期間（年度） 期間（年度）

16,660 27～28 7,140 29 9,520 4,581 4,939

372,677 25～28 236,502 29 136,175 65,527 70,648

7,884 27～28 3,379 29 4,505 2,167 2,338

146,400 ― ― 29～31 146,400 48,800 97,600

7,308 23～28 6,508 29 800 800

2,497 28 592 29～34 1,905 1,905

469,240 17～28 245,039 29～38 224,201 224,201

123,406 17～28 97,467 29～34 25,939 25,939

278,379 17～28 262,352 29～32 16,027 16,027

189,765 17～28 151,812 29～31 37,953 37,953

八幡浜南環境センターごみ焼却
処理施設運転管理業務委託料

八幡浜南環境センター不燃物・
資源ごみ処理施設運転管理業務
委託料

八幡浜南環境センター不燃物・
資源ごみ処理施設運転管理業務
委託料

地域救急医療学講座の設置

農業経営安定化資金利子補給
金

２０１５農家経営安定化資金
利子補給金

県営畑地帯総合整備事業（担
い手育成型）川上地区

県営畑地帯総合整備事業（担
い手育成型）真穴地区

県営緊急畑地帯総合整備事業

野村ダム建設に係るかんがい
用水負担金償還金

　　　



金 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 （ 見 込 ） 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期間（年度） 期間（年度）

1,236,409 17～28 1,169,058 29～32 67,351 67,351

14,521 ― ― 29～31 14,521 14,521

2,300 ― ― 29～32 2,300 2,300

44,192 22～28 26,022 29～37 18,170 18,170

3,838 25～28 51 29～30 3,787 3,787

7,980 26～28 7,977 29 3 3

8,002 ― ― 29～34 8,002 8,002

2,180 28 846 29 1,334 1,334

98,940 ― ― 30～33 98,940 98,940

3,060 ― ― 29～30 3,060 3,060

農林漁業公庫資金元利補給金
（県営かんがい排水事業）

カルチャーアイランド２１施
設指定管理料

漁業経営維持安定資金利子補
給補助金

漁業者緊急支援資金利子補給
補助金

赤潮被害緊急対策資金利子補
給金

漁協経営改革支援資金保証料
補助金

漁協経営改革支援資金保証料
補助金

宮内川東地区雨水ポンプ場運
転維持管理業務委託料

小中学校校務支援用パソコ
ン・サーバ機器リース料

中津川地区スクールタクシー
運行業務委託料

（一般会計） -327-



（一般会計） -328-

金 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 （ 見 込 ） 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期間（年度） 期間（年度）

188,902 ― ― 29～33 188,902 188,902

146,443 ― ― 29～33 146,443 146,443

6,275,272 2,897,012 3,378,260 48,800 134,900 193,613 3,000,947

八幡浜市民スポーツセンター
指定管理料

学校給食配送業務委託料

合　　　　　　　　　　計

　　



（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

１ 14,287,203 15,325,181 1,259,200 1,656,813 14,927,568

(1) 総 務 1,584,089 1,406,295 97,800 284,342 1,219,753

(2) 民 生 689,209 981,176 128,000 59,314 1,049,862

(3) 衛 生 1,405,284 1,330,142 47,900 136,823 1,241,219

(4) 農 林 水 産 2,991,182 3,278,644 147,400 298,137 3,127,907

(5) 商 工 77,650 61,172 49,000 7,833 102,339

(6) 土 木 3,093,175 3,382,474 654,600 418,764 3,618,310

(7) 消 防 951,401 985,822 51,200 117,761 919,261

(8) 教 育 3,495,213 3,899,456 83,300 333,839 3,648,917

２ 19,667 84,938 2,596 82,342

３ 7,419,785 7,437,522 540,000 544,957 7,432,565

(1) 臨 時 財 政 特 例 債

(2) 調 整 債

(3) 地方税減収補填債

(4) 減 税 補 て ん 債 216,998 178,823 38,693 140,130

(5) 臨時税収補てん債 35,272 14,218 14,218

(6) 臨 時 財 政 対 策 債 7,167,515 7,244,481 540,000 492,046 7,292,435

21,726,655 22,847,641 1,799,200 2,204,366 22,442,475

４

21,726,655 22,847,641 1,799,200 2,204,366 22,442,475

４　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
　　及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

小 計

区 分

合 計

前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現 在 高 見 込

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

特定資金公共投資事業債

当 該 年 度 中 増 減 見 込

（一般会計） -329（330）-



 


